市長記者会見資料（台風23号災害から１周年を迎えるにあたって）
Ｈ17.10.12（水）

13：30～

市政記者クラブ

１．被災状況

　① １市５町の被災状況

平成16年10月20日に襲来した台風23号は、豊岡市においても７名の方が亡くなられるなど、未曾有の大きな被害をもたらした。

人的被害及び住家被害の状況は別紙１のとおり

　② 避難勧告の現況(10月12日一部解除後)及び今後の見通し

　　 ○ 豊岡地域 ‥‥‥ ７地区 26世帯 103人

　　 ○ 日高地域 ‥‥‥ ２地区 ６世帯  19人

詳細は別紙２のとおり

２．応急仮設住宅の入居状況

応急仮設住宅には、当初、72世帯216名の入居者があったが、家屋の修繕完了、新たな入居先の確保、避難勧告の解除等により、これまでに48世帯が退去され、現在（10/11）では24世帯83名の入居となっている。

	地　域
	当初入居世帯
	退去世帯
	現在入居世帯

	豊岡地域
	43
	25
	18

	日高地域
	 3
	 1
	 2

	出石地域
	26
	22
	 4

	計
	72
	48
	24


３．生活再建支援、被災者の復旧の状況

　　　平成16年度の旧１市５町の生活再建支援等の申請件数は1,016件、うち旧豊岡市で798件となっている。

　　　平成17年４月から９月末までの全体申請件数は、４月253件、５月163件、６月159件、７月120件、８月100件、９月82件の計877件で月を追って減少傾向にある。

　　  一方で、全壊・大規模半壊の方を対象に９月に実施したアンケート調査によると、「支給要件に該当するが、まだ申請していない」と回答した方が78件（11.2％）ある。

　  同じアンケート調査の中で、全体的な復興度合いを尋ねたところ、「持ち家」では85.4％、「借家」では89.4％の方が「十分とはいえないもののほぼ元の生活に戻った」と回答している。

「復興はまだ」という方は、「持ち家」が14.6％あり、そのうち13.3％の方については住宅の補修済・補修中など、補修等の見込みが立っている。

４．市組織・体制の整備

《市組織の整備》

平成17年４月１日付けをもって、防災監（部長級）、課参事（防災担当）、消防防災係（３名）を設置した。

《防災対策暫定版の作成》

市町合併により新市としての防災体制整備が必要となった。新防災計画書策定までの間は旧市町の防災計画書に沿って防災活動を行うものの、本部及び職員の体制及び事務分掌等を明確にしておくため、「風水害編」と「地震編」に分け、暫定版を作成した。

（主な内容）

ア．非常配備として、第０号から第３号までの４段階とした。　

イ．状況に応じて段階的に旧町職員をそれぞれの出身総合支所に派遣することとした。

ウ．現場に最も近い場所にいる総合支所長に避難勧告発令等の決定権限を委任した。

５．災害ごみの処理

台風23号により発生した災害廃棄物量は、旧１市５町の合計で36,022トン（災害ごみを除く平成16年度ごみ処理量（37,500トン）の約１年分に相当）、処理に要した経費は11億3,276万円となった。

ごみの仮置き場所は計10箇所、排出先は大阪市、神戸市、西宮市などの自治体や民間施設等の協力をいただき、本年５月30日に豊岡市内から災害ごみの搬出を完了した。

詳細は別紙３のとおり

６．災害復旧事業の進捗状況

《公共土木施設災害》

台風23号における道路・河川・橋りょう・がけ崩れの公共土木施設災害件数は666件ある。

９月末現在の災害復旧進捗率は、国庫負担事業である乙災害89.8ﾊﾟｰｾﾝﾄ、小災害83.3ﾊﾟｰｾﾝﾄ、単独災害93.0ﾊﾟｰｾﾝﾄ、緊急小規模急傾斜地崩壊対策事業71.4ﾊﾟｰｾﾝﾄ、災害関連地域防災がけ崩れ対策事業85.7ﾊﾟｰｾﾝﾄとなっている。近日中には100ﾊﾟｰｾﾝﾄの工事発注となる予定。

兵庫県の公共土木施設災害の進捗については、河川・砂防・急傾斜地・道路・港湾の災害件数が429件あるなかで、8月末現在の進捗状況は424件、98.8ﾊﾟｰｾﾝﾄとなっている。

《農地・農業用施設災害》

農地・農業用施設災害復旧の９月末現在進捗状況については、市単独による小災害復旧事業は概ね完了し、国庫補助による復旧事業においては農地272件に対し80.5ﾊﾟｰｾﾝﾄ、農業用施設222件に対し83.8ﾊﾟｰｾﾝﾄの発注率である。９月末現在の農地面積復旧率は89.3ﾊﾟｰｾﾝﾄ。
　　　残りの未発注箇所については、他事業との調整が必要な箇所（ほ場整備等）を除き、近日中に発注し、来年春の作付けに支障がないよう年度内に復旧していく予定。

　　　

《山地災害等》

山地災害復旧の9月末現在進捗状況は、市が事業主体となる復旧事業においては51箇所中38箇所（発注率74.5％）を、県が事業主体となる山腹災害復旧事業は54箇所中49箇所（発注率90.7％）を発注している。
残りの未発注箇所については、今後も計画的に発注し、年度内に復旧していく予定。

林道復旧については、県施工分を含む185件に対して８月末現在で88.6ﾊﾟｰｾﾝﾄの発注率であり、本年度中に完了予定。

《円山川緊急治水対策事業》

国において出水期に入る６月15日までに復旧するとしていた、立野・鳥居地区の復旧護岸工事・浅倉赤崎地区築堤工事、野上地区堤防嵩上げ工事等12件は予定どおり完成した。
河川水位の低下を図る河道掘削事業については、掘削土の仮置き場として野上・下鶴井・梶原・立野地区の農地借上げを計画されている。関係者の了解もおおむね得られ、すでに工事発注されたと聞いている。

一日市・宮島・小田井地区の堤防強化については、８月に関係地区で事業説明会が開催され、事業に対する大方の理解が得られたため、用地測量等に着手されている。

市所管事業の詳細は別紙４のとおり

７．地域防災計画の策定

旧市町で定めていたそれぞれの防災計画を見直し、新市としての地についた実効性ある防災計画を、本年度内を目途に策定することとしている。

これまでに、プレゼンテーションによって策定に係る業者を選定した。現在は、資料収集・分析・職員ヒアリング（当時の対策状況等）を実施中である。
８．情報収集・伝達の在り方の検討

　　　台風23号災害を受け、水害時において、広くなった市域でどのように情報を取得するのか、また、市民にはどのようなタイミングで何を伝達すると効果があるのかなどの問題について具体的な検討が求められた。

また、分かりやすさと緊迫感を兼ね備えた放送の仕方についても具体例が必要である。

以上のことから、民間委員も含め11名による検討会を設置して協議をいただき、今後の方向と放送例文の提示を受けた。

（検討委員）

・神戸大学都市安全研究センター(情報知能工学科)　有木教授

　　　　・豊岡市区長連合会代表　　　　　　　　友田小田井区長

　　　　・豊岡市民生委員児童委員連合会　　　　西堂会長

　　　　・ＦＭジャングル　　　　　　　　　　　西垣ＤＪ

　　　　・国土交通省豊岡河川国道事務所　　　　後藤調査課長

　　　　・但馬県民局（市町防災担当）　　　　　森垣課長

　　　　・豊岡市職員　　　　　　　　　　　　　　５名

検討会の概要は別紙５のとおり

９．洪水ハザードマップの作成

　　　浸水による被害を最小限にとどめるため、本年度事業として、浸水予想や避難情報等を掲載した洪水ハザードマップを作成し、市民へ配布する。

　　　まず、国の支援を得て国直轄部分についてのマップを作成し、防災を語る会（今後開催予定）で市民の意見を聞くこととしており、市全体のマップ作成に反映する予定。

○ 円山川、出石川洪水ハザードマップの作成（直轄部分）

国土交通省豊岡河川国道事務所が国土地理院に地図の承認申請中。承認あり次第印刷し、配布予定。

○ 市域全体洪水ハザードマップの作成（年度内に）

県管理河川について、現在、県が浸水想定区域図作成のための作業を行っている。

　　　なお、マップ作成にあたり、避難所の見直しも行ってきた。近いところに避難所を増やして欲しいとの市民要望に応えるべく作業を行ったが、23号による浸水実績及び国が公表している浸水想定区域と照らし合わせると応えられないところも多くあり、今後の検討課題である。
見直しにあたっては民間施設も多く指定したが、今後も洪水ハザードマップ、防災計画作成の経過において、必要であれば見直を行っていく予定。
　　《避難所見直し結果》

　　　　　全体　180箇所 → 220箇所

　　　　　［特記事項］
　　　　　    豊岡地域 57箇所 → 63箇所

＊ 廃止の主な場所 ‥‥ 百合地会館、願教寺、長寿園

＊ 新規の主な場所 ‥‥ 自動車教習所、コープ、天理教豊岡大教会、アイティ（建物管理は民間）、じばさん

　　　　　    城崎地域　0箇所 → 13箇所

　　　　　　　　＊ 地震を想定した避難場所ばかりであったが、水害時の避難所を指定した。

◎土砂災害防災マップの配布

旧豊岡市では本年３月に配布、旧５町は前年までに配布済。
10．水防訓練の実施状況

平成17年度において、自主防災組織・消防団等と連携し、水防訓練を市全域において開催している。

・開催回数　延べ８回

・参加者数　1,454人

・訓練内容　土嚢つくり、積み土嚢工法、水難救助訓練、ポンプ操法等
詳細は別紙６のとおり

11．防災関係研修会・シンポジウムの開催状況等
① 地域・自主防災組織のリーダー、民生委員、消防団員、一般住民及び市職員等を対象とした研修会・シンポジウム・サミットを開催した。（延べ10回　参加者1,711人）

② 学校・地区公民館・自治会からの要請により、市から出向き、災害時における備えなどの出前講座を開催した。（延べ13回　参加者457名）

③ 参議院、国連諮問委員会、国関係団体等からの要請により、甚大な災害を体験した首長として、防災関係セミナー・シンポジウム・フォーラム等における講師・パネリスト等として出席した。（22回－予定含む－）
④ 国・県における防災関係検討会等について、市長ほか関係職員が参画し、よりよい防災・減災への取組み、システムづくり等を検討している。
詳細は別紙７のとおり

12．防災行政無線の整備状況

　　　水没した受信機は更新し、豊岡地域で一部未整備であった神美地域の設置工事を行った。
○ 水没更新の受信機（概数）
豊岡430台、城崎30台程度、日高50台、出石100台　計610台程度
現在は、旧豊岡市で実世帯の約94％、旧町はいずれもほぼ全世帯で整備されている。（市全域では約97％）　　　　　　　詳細は別紙８のとおり
13．聴覚障害者通報システムの整備（登録者へのFAXの一斉同報通信）
　　　従来は順次同報ＦＡＸ（１回線）でお知らせしていたため、送信に時間がかかっていたが、送信時間を短縮するため、一斉同報ＦＡＸ（複数回線）を導入した。市広報で一斉同報ＦＡＸについてお知らせし、申込者については登録した。

また、ろうあ者協会を通じて協会加入者へ登録の呼び掛けを行っている。ろうあ者協会とは概ねの了承は得たが、聴覚障害者の文章の理解度にバラツキが大きいため、送信内容等についてなお調整中である。

協会未加入者については、市広報でお知らせしたところであるが、再度、郵便等で登録の呼びかけを行うこととしている。
14．商工観光産業関係の取組み

《商工業関係》

商工業関係の推定被害総額は216億円であった。（激甚災害指定を受けるために実施した中小企業者の被害状況結果）

災害対策として、中小企業者の復興に向けた資金貸付について、保証枠の拡大、保証利率引下げの特例措置等が講じられたほか、市と県が共同で利子補給事業を実施している。現時点での利子補給の申請受付は343件。
生産設備・店舗等の復旧はほとんど終え、生産・売上等の商工業活動も災害前のレベルまで回復していると思われるが、商店街等での売上額は前年比較で減少傾向が続いており、災害による消費マインドの減退等の影響はある程度残っていると考えられる。

なお、豊岡駅通商店街振興組合及び日高町商店街連合会では、元気アップ事業の取り組みを進めた。

詳細は別紙９のとおり

《特産業－かばん産業－》

特産業である豊岡かばん関係企業の多くが被害を受け、被害金額は推定約40億円であった。

復旧に向けては、業界による『ガンバってます豊岡』のシール作成のほか、本市としても、東京都内・京阪神地域などにおける「災害復興ご支援感謝キャンペーン」「災害復興フェア」などのイベント開催について、業界と連携を図りながら鋭意支援を行い、元気な“かばん産地豊岡”の情報発信に努めた。

近年、かばん生産額の減少が続いているなかで、災害の影響によって今まで以上に生産額の減少が心配されたが、今年の景気動向調査（１月～６月）によると、生産額の減少率の急激な変化はみられないことから、災害による深刻な影響は現れていないと思われる。
なお、災害により16年度の繰越事業となっていた「JAPANブランド育成支援事業」は、7月末に東京で開催されたインターナショナル・ファッション・フェアに開発した製品を出展し、「豊岡かばん」の可能性がPRされた。　

詳細は別紙10のとおり

《観光産業》

豊岡市の観光入込み客数は23号台風以後大幅に落ち込んだものの、県・各市町・各観光協会を挙げた復興キャンペーンなどが効を奏し、本年４月以降は回復基調にある。

　　しかしながら、近年の漸減傾向には歯止めがかからず、本年４月以降の観光入込客数は対前年５％程度の減少となっている。
この要因としては、以下の３点が考えられる。

　　　ア．愛知万博への流出

　　　イ．福知山線列車脱線事故の影響（輸送力の低下など）

　　　ウ．構造的な不況

災害復興に向けた取組みとしては、兵庫県における集客支援事業補助金の創設、ツーリズムバス100台の増便等の実施、旧市町・観光協会における「災害復興ご支援キャンペーン」「北近畿復興共同キャンペーン」「但馬元気まつり」「災害復興義援 新そば発表会」の開催など、行政・関係団体の連携のもとに、情報発信と集客ＰＲに努めている。

詳細は別紙11のとおり

15．農林業関係の取組み

農地・農業用施設、山地などの災害復旧事業の推進に努めているほか、災害関連のほ場整備事業（江野地区・奥赤地区）、地域農業再生対策事業（地域農業再生事業、農業担い手継続対策事業）、風倒木緊急処理事業などに鋭意取り組んでいる。

なお、風倒木緊急処理に関し、二次災害防止のための緊急箇所分はすべて完了しており、残箇所については、本年度中に完了する予定である。

詳細は別紙12のとおり

16．教育関係の取組み

台風23号により、被災当時自宅から通園・通学のできなかった園児・児童・生徒は合計240名あったが、現在では７名となっている。

被災後、被災による児童・生徒の心理状態を把握するため、教育委員会では“心”のアンケートを実施した。“心のケア”を必要とした園児・児童・生徒は合計232名あったが、スクールカウンセラー．担任教諭等による個別カウンセリングなどにより、現在は６名に減少している。

また、台風23号水害に伴う自然災害の恐ろしさと、一方で自然の恵みの尊さや自然への畏敬の念について、防災・減災のための知識と併せ子どもたちに教える教育を行うこととしている。

　　詳細は別紙13のとおり

17．１周年記念事業の実施

　　　台風23号災害を風化させることなく、永く市民の記憶に残すことができるよう様々な催しを行う。

○　記念写真展「水害の記録～災害文化の伝承」

　　　趣　旨：台風23号の教訓を風化させることなく、市民の記憶にとどめるため写真展を開催する。

　　　期　間：10月14日（金）～10月27日（木）（市民プラザ）

　　　　　　　※総合支所においては日程を短縮して開催

　　　会　場：市民プラザ（アイティ７階）・ＪＲ豊岡駅・各総合支所

　　　内　容：①台風23号の市内各地の記録写真

　　　　　　　②過去に被害を与えた水害の記録写真

　　　　　　　③円山川の平時の写真、復興の様子など

　　　　　　　④台風23号襲来当時の新聞記事　など　

　　　担　当：総務課消防防災係

○　記念シンポジウム「防災・減災対策と災害文化の伝承」

　　　趣　旨：台風23号水害を教訓として、防災・減災に関する対策と「災害」や「防災・減災対策」を一つの文化として後世に永く伝承するきっかけとする。

　　　日　時：10月22日（土）　午後２時～午後４時30分

　　　会　場：ひぼこホール

　　　内　容：①基調講演

　　　　　　　　　信州大学人文学部教授　笹本　正治氏

　　　　　　　　　　　『災害文化を継承する』をテーマに講演

　　　　　　　②パネルディスカッション

　　　　　　　　・信州大学教授　笹本　正治氏

　　　　　　　　・国土交通省近畿地方整備局企画部長　足立　敏之氏

　　　　　　　　・豊岡市長　中貝　宗治

　　　　　　　　・豊岡市出石消防団女性部長　中村　明子氏

　　　　　　　　※コーディネーター：神戸新聞但馬総局　安森　章総局長

　　　担　当：総務課消防防災係

○　現地見学会「災害の爪あとを訪ねて」

　趣　旨：国土交通省職員の協力を仰ぎ、市内の災害現場において復興の状況について説明を受けるとともに、水防に関する施設を見学することで、現在の豊岡市の実情を把握するとともに、防災・減災に対する啓発を図る。

　　　期　日：10月22日（土）　午前９時～11時

　　　場　所：市内災害現地　※見学会の参加者を募集中。（先着50人）

　　　内　容：災害現場及び国土交通省所管施設の見学（排水機場など）

　　　説　明：国土交通省豊岡河川国道事務所職員４名

　　　担　当：総務課消防防災係

○　「防災かみしばいとビデオ上映会」

　　　趣　旨：幼・少年期の子どもたちに対し、様々な自然災害への心構えについて、紙芝居を使って啓発することを目的に開催する。また、併せて防災に関するアニメを上映する。

　　　期　日：10月23日（日）　午前10時30分～

　　　場　所：図書館　視聴覚講演室

　　　対　象：小学生までの幼児・児童

　　　内　容：地震『あわてないあわてない』

津波『いなむらの火』

　　　　　　　台風『台風がきたぞ』

　　　担　当：豊岡市立図書館

○　図書館テーマ展示「災害」

　趣　旨：図書館が所蔵する、災害に関する記録や防災・減災に役立つ本を展示し、この機会に身の回りを確認する機会とする。

　　　期　間：10月１日（土）～10月31日（月）

　　　場　所：図書館　テーマ展示コーナー

　　　担　当：豊岡市立図書館

○　「台風23号の浸水水位を示す標柱」除幕式

　　　趣　旨：台風23号水害の教訓を風化させること無く、市民の記憶に永くとどめるため、浸水標柱を設置する。

　　　日　時：10月19日（水）午前10時～

　　　場　所：市営一本松住宅駐車場（豊岡市庄境）

　　　設置箇所：40箇所
　　　特　記：標柱については、豊岡ロータリークラブ・豊岡円山川ロータリークラブより寄贈を受け、設置工事・除幕式については豊岡市で行う。

　　　担　当：建設課工務係

○　記念植樹「ふるさとの森づくり」

　　　趣　旨：ＪＡたじまでは、ＪＡ共済連兵庫が推進している「ふるさとの森づくり」に参加し、自然災害や地球温暖化防止へ貢献すること、さらには、台風23号水害の教訓を忘れないため、植樹祭を行う。

　　　期　日：10月23日（日）午前９時30分～

　　　場　所：豊岡病院西側斜面

　　　担　当：ＪＡたじま総務チーム

○　メモリアルデー防災授業

　　　趣　旨：学校教育の中で、台風23号水害に伴う自然災害の恐ろしさとその一方で自然の恵みの尊さや自然への畏敬の念を、防災・減災のための知識と併せて子どもたちに教えることで、小・中学生の郷土愛と防災意識の向上に資するために行う。

　　　日　時：10月20日（木）

　　　場　所：市内小中学校

　　　担　当：学校教育課指導係

○　台風23号被災者追悼の集い

　　　趣　旨：台風23号で亡くなられた７名に哀悼の意を表すとともに、災害の経験と教訓を継承し、市民で力を合わせて災害に強いまちづくりを進める決意を新たにする。

　　　日　時：10月20日（木）午前10時～11時

　　　場　所：日高文化体育館　小ホール

　　　担　当：社会福祉課地域福祉係

○　日本・デンマーク国際体操文化交流フォーラム2005年
　　　趣　旨：2005年「日本・欧州連合市民交流年」イベントの一環で来日したデンマークの若者が、メモリアル協賛事業として体操演技、交流をするもの。

日　時：10月19日（水）午後３時～

　　　場　所：豊岡市民体育館

　　　担　当：豊岡円山川ロータリークラブ

17．その他

　① 消防防災施設整備の充実（旧がついているものは、災害後に旧市町で整備）
・船外機付ボート購入　計９艇

【消防本部３艘（10月配備予定）、旧豊岡５艘、旧出石１艘】

・手漕ぎボート購入　　計４艘

【旧城崎３艘、城崎支所管内１艘（9月補正）】

・発動発電機の配備　　計12基

【旧豊岡１基、旧出石10基、旧但東１基）】

・排水ポンプの購入（旧城崎１基）

・雨量情報提供システム機器設置（旧日高）
② 被災者生活再建支援基金の創設

自然災害による被害者の生活再建等に関し、支援施策の経費に充てることを目的とする「豊岡市被災者生活再建支援基金」を創設した。(３億円を積立て)

　③ 市庁舎・総合支所等の備品整備

・河川情報タッチパネル（ひぼこ）の設置

　　　・本庁への非常用発電装置を設置、日高・但東の非常用発電装置の能力向上【設計中】

・区へ設置の有線放送設備に対する無停電装置の設置（旧竹野）

　④ 避難所備蓄物資の充実

但馬広域防災拠点等での集中管理のみでは道路状況等により支障が生じることが判明したことから、市立学校、市立公民館への備蓄を行った。

また、主要避難所（市民プラザ・豊岡高校・総合高校・農業センター等）へも同様とした。

　⑤ 住民アンケートの実施

　  ・ 旧豊岡市において、区長、高齢者、障害者を対象としたアンケート調査を実施した。

・全壊及び大規模半壊の被害認定を受けた方全員を対象としたアンケート調査を実施した。（本年８月実施）　　集計結果は別紙14のとおり

⑥ 視察、ヒアリング等の受入れ

　　○ 議会視察

５月30日　柳井市議会　　   ７月６日　台東区議会

　　　　　７月11日　三田市議会       ８月24日　安富町議会

９月 １日　登米市議会       10月５日　結城市議会、豊田市議会

10月17日　佐原市議会(予定)  10月20日　豊中市議会(予定)

○ 消防団視察

　　　 多数

○ 行政機関、研究機関、大学

総務省近畿総合通信局、内閣府、国土交通省鳥取河川国道事務所、

台風２３号兵庫県災害検証委員会、大阪市、

独立行政法人 防災科学技術研究所、

鳥取短期大学・米子工業高等専門学校のチーム、

東京大学・東洋大学・日本大学・関西学院大学のチーム、

東京経済大学、電気通信大学、

ＪＩＣＡ中南米国（人と防災未来センターの受入れ研修：12月予定）

その他雑誌、広報誌
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